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１．当初予算総括表

対前年度比
（％）

47,430,000 51,320,000 50,750,000 51,820,000 55,130,000 56,260,000 2.0

29,492,000 29,688,000 30,650,307 31,606,789 33,565,250 35,569,133 6.0

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

13,514,000 13,819,000 14,268,889 15,100,985 14,975,820 16,776,185 12.0

公共下水道事業
特 別 会 計

8,056,000 7,227,000 6,776,450 6,348,048 7,330,464 7,602,947 3.7

老 人 保 健
特 別 会 計

2,000

介 護 保 険
特 別 会 計

6,705,000 7,341,000 8,198,313 8,704,444 9,689,254 9,536,642 △ 1.6

後期高齢者医療
特 別 会 計

1,215,000 1,301,000 1,406,655 1,453,312 1,569,712 1,653,359 5.3

76,922,000 81,008,000 81,400,307 83,426,789 88,695,250 91,829,133 3.5

11,120,000 10,775,200 12,251,300 12,487,100 16,721,100 13,789,000 △ 17.5

ガ ス 事 業 会 計 8,349,000 8,089,300 9,556,800 9,726,800 13,884,000 10,930,100 △ 21.3

水 道 事 業 会 計 2,771,000 2,685,900 2,694,500 2,760,300 2,837,100 2,858,900 0.8

88,042,000 91,783,200 93,651,607 95,913,889 105,416,350 105,618,133 0.2

２６年度２３年度

合 計

一 般 会 計

特 別 会 計 の 計

小 計

２７年度

（単位：千円）

企 業 会 計 の 計

        　年　度
会　計
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２．一般会計の概要

Ⅰ．歳入の概要

（１）自主財源と依存財源・特定財源と一般財源

（単位：千円）

前年度比 構成比 前年度比 構成比
（％） （％） （％） （％）

市 税 25,937,713 0 25,937,713 1.6 46.1 25,523,107 3.3 46.3

分 担 金 及 び 負 担 金 881,280 881,280 0 10.3 1.6 798,969 3.7 1.5

使 用 料 及 び 手 数 料 1,330,463 1,225,412 105,051 9.7 2.4 1,212,450 7.8 2.2

財 産 収 入 51,922 33,526 18,396 △ 31.1 0.1 75,306 △ 67.0 0.1

寄 附 金 6 6 0 0.0 0.0 6 0.0 0.0

繰 入 金 3,184,127 1,684,127 1,500,000 △ 14.4 5.6 3,718,210 49.6 6.7

繰 越 金 500,000 0 500,000 0.0 0.9 500,000 0.0 0.9

諸 収 入 1,917,348 1,830,284 87,064 0.5 3.4 1,907,566 △ 2.0 3.5

小 計 33,802,859 5,654,635 28,148,224 0.2 60.1 33,735,614 6.2 61.2

地 方 譲 与 税 262,383 0 262,383 △ 4.0 0.5 273,183 △ 10.1 0.5

利 子 割 交 付 金 54,000 0 54,000 0.0 0.1 54,000 △ 1.8 0.1

配 当 割 交 付 金 149,000 0 149,000 18.3 0.2 126,000 106.6 0.2

株式等譲渡所得割交付金 118,000 0 118,000 140.8 0.2 49,000 172.2 0.1

地 方 消 費 税 交 付 金 2,586,000 0 2,586,000 55.0 4.6 1,668,000 24.5 3.0

自動車取得税交付金 44,000 0 44,000 △ 8.3 0.1 48,000 △ 44.8 0.1

地 方 特 例 交 付 金 103,000 0 103,000 △ 2.8 0.2 106,000 6.0 0.2

地 方 交 付 税 4,055,280 0 4,055,280 4.1 7.2 3,895,659 △ 6.0 7.1

交通安全対策特別交付金 15,000 0 15,000 △ 25.0 0.0 20,000 0.0 0.0

国 庫 支 出 金 7,142,592 7,142,592 0 0.5 12.7 7,109,838 21.1 12.9

県 支 出 金 2,691,786 2,686,070 5,716 △ 5.6 4.8 2,850,906 12.9 5.2

市 債 5,236,100 3,436,100 1,800,000 0.8 9.3 5,193,800 △ 6.0 9.4

小 計 22,457,141 13,264,762 9,192,379 5.0 39.9 21,394,386 6.7 38.8

56,260,000 18,919,397 37,340,603 2.0 100.0 55,130,000 6.4 100.0

※構成比の自主財源計、依存財源計欄は、各区分での端数調整により、表中の合計と異なる場合があります。

計

種
別

款

平成２７年度

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

依
　
　
　
存
　
　
　
財
　
　
　
源

平成２６年度

予算額 特定財源 一般財源 予算額
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Ⅱ．歳出の概要

　（１）目的別経費の状況
(単位：千円）

１．議 会 費

２．　総 務 費

３．民 生 費

４．衛 生 費

５．労 働 費

６．農林水産業費

７．商 工 費

８．土 木 費

９．消 防 費

10．教 育 費

11．公 債 費

12．諸 支 出 金

13．予 備 費

【主な増減理由】

◆議会費　18,106千円の増

◆総務費　1,593,631千円の増

　一方、主な減少要因は、退職手当（△120,814千円）、新庁舎建設事業（△22,499千円）です。

◆民生費　286,984千円の増

補助事業（△244,356千円）です。

◆衛生費　588,077千円の減

千円）、前処理施設運営費（△36,339千円）です。

（28,700千円）、資源物収集事業（8,857千円）です。

◆商工費　31,404千円の減

（△5,000千円）です。

　一方、主な増加要因は、商店街共同施設整備事業（2,289千円）です。

◆土木費　1,374,822千円の増

千円）、市営住宅耐震補強事業（108,710千円）、３・３・１号線整備事業（90,327千円）です。

　一方、主な減少要因は、３・４・１１号線整備事業（△178,088千円）です。

一方、主な減少要因は、臨時福祉給付金給付事業（△515,868千円）、民間認可保育所施設整備費

主な減少要因は、芝園清掃工場老朽化対策事業（△637,613千円）、茜浜衛生処理場運営費（△48,370

主な減少要因は、市制６０周年記念市民花火大会補助事業（△15,000千円）、緊急地域経済対策事業

主な増加要因は、災害復旧事業（道路）（510,167千円）、３・４・４号線整備事業（328,819

千円）、ＪＲ津田沼駅南口周辺地域開発整備事業（287,330千円）、橋りょう対策事業（242,756

一 方 、 主 な 増 加 要 因 は 、 し 尿 及 び 浄 化 槽 汚 泥 処 理 事 業 （ 83,640 千 円 ） 、 が ん 検 診

2.0

　主な増加要因は、議員報酬及び手当等（21,441千円）です。

主な増加要因は、新庁舎建設工事費（959,327千円）、実籾５丁目公共施設取得事業（270,800

（73,348千円）、京成津田沼駅耐震対策事業（49,955千円）です。

主な増加要因は、民間認可保育所運営費助成事業（428,712千円）、障害者総合支援法に基づく

給付事業（297,379千円）、保育所・幼稚園私立化事業（238,557千円）です。

千円）、基幹統計調査（86,618千円）、自治振興施設運営費（73,995千円）、市長・市議会議員選挙

100,000 100,000 0 0.2 0.0

合      計 56,260,000 55,130,000 1,130,000 100.0

4,171,713 4,692,272 △ 520,559 7.4 △ 11.1

407,955 440,923 △ 32,968 0.7 △ 7.5

2,250,530 2,495,571 △ 245,041 4.0 △ 9.8

7,515,097 8,236,300 △ 721,203 13.3 △ 8.8

869,719 901,123 △ 31,404 1.5 △ 3.5

8,199,908 6,825,086 1,374,822 14.6 20.1

45,600 49,979 △ 4,379 0.1 △ 8.8

90,553 90,465 88 0.2 0.1

19,277,166 18,990,182 286,984 34.3 1.5

5,450,876 6,038,953 △ 588,077 9.7 △ 9.7

494,596 476,490 18,106 0.9 3.8

7,386,287 5,792,656 1,593,631 13.1 27.5

款 平成27年度予算額 平成26年度予算額 比  較 構成比　％ 増減率　％
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◆消防費　245,041千円の減

　一方、主な増加要因は、消防車両等整備事業（120,752千円）です。

◆教育費　721,203千円の減

　千円）、小学校非構造部材耐震対策事業（184,292千円）です。

　（２）性質別経費の状況
（単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減率

Ａ ％ 特定財源 Ｂ ％ (C/B)%

１．人 件 費 11,323,775 20.1 1,177,292 11,356,597 20.6 △ 0.3

２．物 件 費 11,022,703 19.6 2,317,082 10,629,600 19.3 3.7

３．維 持 補 修 費 193,302 0.3 21,749 202,960 0.4 △ 4.8

４．扶 助 費 10,769,761 19.2 7,497,662 9,793,847 17.8 10.0

５．補 助 費 等 1,772,586 3.2 326,706 2,670,961 4.8 △ 33.6

６．公 債 費 4,168,515 7.4 761,634 4,689,074 8.5 △ 11.1

普通建設事業費 7,664,599 13.6 5,494,632 7,303,913 13.3 4.9

うち事業費支弁人件費 184,245 0.3 0 175,575 0.3 4.9

補 助 2,365,413 4.2 2,293,605 2,194,051 4.0 7.8

単 独 5,299,186 9.4 3,201,027 5,109,862 9.3 3.7

災害復旧事業費 1,949,056 3.5 917 1,229,999 2.2 58.5

うち事業費支弁人件費 47,538 0.1 0 30,000 0.1 58.5

９．積 立 金 590,869 1.1 190,869 618,611 1.1 △ 4.5

10．投資・出資金 4,072 0.0 1,400 4,846 0.0 △ 16.0

11．貸 付 金 640,000 1.0 640,000 642,000 1.1 △ 0.3

12．繰 出 金 6,060,762 10.8 489,454 5,887,592 10.7 2.9

13．予 備 費 100,000 0.2 0 100,000 0.2 0.0

56,260,000 100.0 18,919,397 55,130,000 100.0 2.0

9,613,655 17.1 5,495,549 8,533,912 15.5 12.7

43,972,305 78.2 12,586,835 43,674,830 79.2 0.7

26,262,051 46.7 9,436,588 25,839,518 46.9 1.6

11,555,558 20.5 1,177,292 11,562,172 21.0 △ 0.1

（注）経常的経費合計には性質区分繰出金のうち、国民健康保険特別会計繰出金、公共下水道事業特別会計

　　　繰出金、介護保険特別会計繰出金、後期高齢者医療特別会計繰出金及び後期高齢者医療広域連合負担

　　　金の一部を含む。

※事業費支弁人件費とは…普通建設事業及び災害復旧事業の執行に必要な事務に係る人件費のことです。

事業費支弁分を含む人件費 10,378,266 △ 6,614

経 常 的 経 費 31,385,470 297,475

義務的経費(1+4+6) 16,825,463 422,533

100,000 0

歳　出　合　計 37,340,603 1,130,000

投 資 的 経 費 4,118,106 1,079,743

2,672 △ 774

0 △ 2,000

5,571,308 173,170

８．
1,948,139 719,057

47,538 17,538

400,000 △ 27,742

７．
2,169,967 360,686

184,245 8,670

内
訳

71,808 171,362

2,098,159 189,324

3,272,099 975,914

1,445,880 △ 898,375

3,406,881 △ 520,559

10,146,483 △ 32,822

8,705,621 393,103

171,553 △ 9,658

津田沼小学校全面改築事業（△195,436千円）、少年自然の家耐震化事業（△186,670千円）です。

区　　　分

平 成 ２７ 年度 平成２６年度 比　　較

予算額の財源内訳 増減額

一般財源 (A－B)＝C

一方、主な増加要因は、習志野文化ホール運営費（229,931千円）、小学校大規模改造事業（215,871

主な減少要因は、液状化等被害住宅再建支援事業（△273,000千円）、東消防署整備事業（△81,084

千円）、消防維持管理費（△46,486千円）です。

主な減少要因は、中学校耐震化事業（△558,040千円）、小学校耐震化事業（△404,220千円）、
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（参考）グラフで表した一般会計

部分は、義務的経費（46.7％）

4
5
6
7
8
9
10
11
12

13

歳出性質別

１．
２．

※外円の構成比は、各区分での端数調整により、内円の構成比の合計と異なる場合があります。

使用料及び手数料 2.4％ 

繰入金 5.6％ 

分担金及び負担金 1.6％ 

諸収入 3.4％ 

繰越金など 1.0％ 

地方消費税交付金 4.6％ 

地方交付税 7.2％ 

国庫支出金 12.7％ 

県支出金 4.8％ 

市債 9.3％ 

その他 1.3％ 

   歳  入 
 
562億6千万円 

議会費 

0.9% 

総務費 

13.1% 

民生費 

34.3% 

衛生費 

9.7% 

労働費 

0.1% 

農林 

水産業費 

0.2% 

商工費 

1.5% 

土木費 

14.6% 

消防費 

4.0% 

教育費 

13.3% 

公債費 

7.4% 

諸支出金 

0.7% 

予備費 

0.2% 

    歳  出 
   （目的別） 

 
  562億6千万円 

 災害復旧事業費 3.5％ 

 

 

  公債費 7.4％ 

維持補修費 
 0.3％ 

補助費等 
 3.2％ 

繰出金 
 10.8％ 

 その他 

 2.3％ 

普通建設事業費 13.6％ 

歳 出              
（性質別） 

 
 562億6千万円 

その他 4.7％ 

投資的経費 17.1％ 経常的経費 78.2％ 

  扶助費 19.2％ 

自主財源 60.1％ 依存財源 39.9％ 

市税 46.1％ 

  人件費 20.1％ 

物件費 19.6％ 
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◆会計別歳入歳出予算

２７年度予算（案） ２６年度予算 差し引き 伸び率

一般会計 56,260,000 55,130,000 1,130,000 2.0%

国民健康保険特別会計 16,776,185 14,975,820 1,800,365 12.0%

公共下水道事業特別会計 7,602,947 7,330,464 272,483 3.7%

介護保険特別会計 9,536,642 9,689,254 △ 152,612 △ 1.6%

後期高齢者医療特別会計 1,653,359 1,569,712 83,647 5.3%

特別会計合計 35,569,133 33,565,250 2,003,883 6.0%

ガス事業会計 10,930,100 13,884,000 △ 2,953,900 △ 21.3%

水道事業会計 2,858,900 2,837,100 21,800 0.8%

企業会計合計 13,789,000 16,721,100 △ 2,932,100 △ 17.5%

全会計合計 105,618,133 105,416,350 201,783 0.2%

３．平成２７年度当初予算案のポイント

（単位：千円）

【一般会計の特徴】

◎当初予算ベースでは、過去最大の予算規模に。

　平成２７年度一般会計予算額は、５６２億６千万円で、前年度当初予算額より、

１１億３千万円の増（＋2.0%）となりました。

　予算規模が増となった主な要因は、扶助費が、障害者総合支援法に基づく給付事業や

民間認可保育所運営費助成事業、子どもの医療費等助成事業及び生活保護費などで、

約９億８千万円の増加、普通建設事業費が、新庁舎建設工事費や３・４・４号線整備、

小学校大規模改造事業などで、約３億６千万円の増加、また災害復旧事業費が、道路の

災害復旧事業などで、約７億２千万円増加したことなどによるものです。

　一方歳入において、市税が前年度より約４億１千万円増の約２５９億４千万円、

地方消費税交付金が消費税率の引き上げの影響が通年ベースとなることから、

約９億２千万円増の約２５億９千万円、普通交付税を６億３千万円減の１７億円、

臨時財政対策債を約５億３千万円減の１８億円計上することとし、このほか、

財政調整基金からの繰入金を前年度より２億円減の１５億円、公共施設等再生整備基金

からの繰入金を約８億７千万円とすることなどにより、財源の確保を図りました。

『予算編成方針における重点事項』              　     【具体的な主要事業は７～１０頁参照】
※　誰もが健康を維持できる保健・医療・福祉を充実すること

※　ともに安心を築く危機管理・安全対策を推進すること

※　暮らしを支える都市基盤の整備を推進すること

※　自然と調和する環境づくりを推進すること

※　子どもが健やかに育つ環境の整備を推進すること

※　公共施設再生計画に基づき、公共施設再生を推進すること

※　第一次経営改革大綱の着実な実行により、財政健全化を推進すること
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一般会計の主な増減理由

【歳入】

　４．１３款 国庫支出金は、前年度比で約３千万円増の約７１億４千万円を計上しました。
　　　国庫負担金では、習志野高等学校運営費負担金で約３千万円の減となる一方、障害者自立支援
　　給付費負担金で約１億５千万円、保育所運営費負担金で、約１億４千万円の増となります。
　　　また、国庫補助金では、橋りょう対策事業で約１億４千万円の増となる一方、臨時福祉給付金給付
　　事業費補助金で約４億５千万円、子育て世帯臨時特例給付金給付事業費補助金で２億円の減と
　　なります。

　５．１７款 繰入金は、前年度比で約５億３千万円減の約３１億８千万円を計上しました。
　　　財政調整基金は、前年度比で２億円減の１５億円を計上、公共施設等再生整備基金は、新庁舎建設
　　及び芝園清掃工場老朽化対策に係る財源として約８億７千万円、環境整備協力費基金は、小中学校の
　　施設整備の財源として約１億１千万円、市債管理基金は、はばたき債償還分３億円を含め５億７千万円
　　を計上しました。
　　　また、まちづくり応援基金は、災害対応事業等の財源として約５千万円、東日本大震災復興交付金
　　基金は、市街地液状化対策事業の財源として約２千万円を計上しました。

　６．２０款 市債は、前年度比で約４千万円増の約５２億４千万円を計上しました。
　　　臨時財政対策債は、前年度比約５億３千万円減の１８億円を計上しました。

【公共下水道事業特別会計の特徴】
　 公共下水道事業特別会計予算額は、７６億２９４万７千円で、
前年度対比２億７千２４８万３千円、3.7%の増です。
　平成２７年度は、藤崎地区をはじめとする管渠整備を推進し、津田沼、印旛、
高瀬の３処理区で処理区域の拡大を図ります。整備面積6.62ｈａ、整備延長
1,283ｍを実施することにより、２７年度末下水道普及率は、93.9％
（２６年度末下水道普及率見込み93.5％）となる見込みです。

【介護保険特別会計の特徴】
　介護保険特別会計予算額は、９５億３千６６４万２千円で、
前年度対比１億５千２６１万２千円、1.6%の減です。
　平成２７年度から２９年度までの第６期介護保険事業計画に基づく初年度の
予算です。

【後期高齢者医療特別会計の特徴】
　 後期高齢者医療特別会計予算額は、１６億５千３３５万９千円で、
前年度対比、８千３６４万７千円、5.3%の増です。
　主な内容は、被保険者から徴収した保険料を、県内の市町村で構成する
｢千葉県後期高齢者医療広域連合｣に納付する納付金及び保険料の徴収事務や
各種申請の受付等にかかる事務費等です。

　１．１款 市税は、前年度比で約４億１千万円増の約２５９億４千万円を計上しました。
　　　個人市民税は約７千万円の減となる一方、法人市民税は約１千万円、固定資産税は約３億８千万円、
　　市たばこ税は約２千万円、都市計画税は約８千万円の増となります。

　２．６款 地方消費税交付金は、約９億２千万円増の約２５億９千万円を計上しました。

　３．９款 地方交付税は、普通交付税で前年度比６億３千万円減の１７億円、また、災害復旧等に係る
　　財源措置として震災復興特別交付税で前年度比約８億１千万円増の約２１億８千万円を計上しました。

【国民健康保険特別会計の特徴】

　 国民健康保険特別会計予算額は、１６７億７千６１８万５千円で、

前年度対比１８億３６万５千円、12.0%の増です。

　共同事業の拡充などの制度改正を考慮したことから増となるものです。
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【歳出】

１．職員手当等　4,723,841千円（26年度4,613,732千円、前年度比＋110,109千円、＋2.4％）

　①退職手当　741,987千円(26年度862,801千円、前年度比△120,814千円、△14.0%)

　②地域手当　576,002千円（26年度536,749千円、前年度比＋39,253千円、＋7.3%)

　③勤勉手当　749,372千円（26年度666,370千円、前年度比＋83,002千円、＋12.5%)

　④時間外勤務手当　507,598千円（26年度446,859千円、前年度比＋60,739千円、＋13.6%)

２．委託料　7,468,953千円（26年度7,709,760千円、前年度比△240,807千円、△3.1％）

　①委託料(その他)5,829,224千円（26年度5,563,781千円、前年度比＋265,443千円、＋4.8%)

　②委託料(建設事業)1,639,729千円（26年度2,145,979千円、前年度比△506,250千円、△23.6%)

基 金 の 活 用
　各施策を推進し、市民サービスの充実を図るために、基金(貯金)を有効的に活用します。

○ 財政調整基金繰入金  15億円　≪前年度対比　△2億円≫
⇒　市民サービスの充実のために各事業の財源として活用します。
【財政調整基金残高（各年度末）の推移】
　H25　37億6千万円　→　H26見込　39億5千万円　→　H27見込　24億5千万円

○ 公共施設等再生整備基金繰入金　8億6千862万3千円
　≪前年度対比　△4億2千920万8千円≫
⇒　新庁舎建設及び芝園清掃工場老朽化対策事業の財源として活用します。

○ 環境整備協力費基金繰入金　1億167万2千円 ≪前年度対比　△1億713万円≫
⇒　谷津小学校児童増加対応事業、小学校大規模改造事業、小学校音楽室空調設備設置事業、
　小学校非構造部材耐震対策事業、谷津小学校校舎改築事業、第二中学校体育館改築事業、
　中学校大規模改造事業、中学校音楽室空調設備設置事業、中学校非構造部材耐震対策事業など、
　学校施設整備の財源として活用します。
　　この財源を活用することで、平成27年度は、約７億８千万円の事業を行うことができます。
【ボートピア習志野からの環境整備協力費を活用】

○ 市債管理基金繰入金  5億7千万円  ≪前年度対比＋2億2千万円≫
⇒　「はばたき債」などの市債の償還のための財源として活用します。

○ まちづくり応援基金繰入金 5千403万8千円≪前年度対比 △2千408万円≫
⇒　防災資機材等整備事業、高等学校耐震化事業の財源として活用します。

○ 東日本大震災復興交付金基金繰入金　2千191万4千円≪前年度同額≫
⇒　市街地液状化対策事業の財源として活用します。

※全基金残高の２７年度末見込み
　　１００億円　（２６年度末見込み １２６億円、△２６億円）

◎歳出の主な節別の増減

　消防維持管理費で53,651千円、社会教育施設運営費で32,578千円の減となる一方、習志野文
化ホール運営費で122,685千円、し尿及び浄化槽汚泥処理事業で83,640千円、大久保地区公共施
設再生事業で42,510千円の増となります。
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３．工事請負費　5,637,688千円（26年度4,515,548千円、前年度比＋1,122,140千円、＋24.9%)

４．備品購入費　304,502千円（26年度191,258千円、前年度比113,244千円、＋59.2%)

　①負担金　1,550,056千円（26年度1,392,276千円、前年度比＋157,780千円、＋11.3%)

　②補助金　1,483,986千円（26年度1,881,287千円、前年度比△397,301千円、△21.1%)

　③交付金　25,938千円（26年度674,520千円、前年度比△648,582千円、△96.2%)

６．扶助費　10,701,081千円（26年度9,730,252千円、前年度比＋970,829千円、＋10.0%)

７．繰出金　5,072,181千円（26年度4,956,142千円、前年度比＋116,039千円、＋2.3%)

　　後期高齢者医療特別会計 269,403千円（26年度　248,308千円）、前年度比 ＋21,095千円、＋8.5%

　県議会議員選挙で7,461千円、防災資機材等整備事業で6,728千円の減となる一方、消防車両
等整備事業で120,752千円、環境衛生事業で6,000千円の増となります。

５．負担金補助及び交付金　3,059,980千円
　　　（26年度3,948,083千円、前年度比△888,103千円、△22.5％）

　四市複合事務組合運営費（葬祭）で30,291千円、高校総体関係事業費で13,693千円、千葉都
市計画道路３・３・１５号線外２線整備事業で8,461千円の減となる一方、３・３・１号線整備
事業で90,187千円、千葉県後期高齢者医療広域連合負担金で57,288千円、市長・市議会議員選
挙で45,099千円の増となります。

　保育所・幼稚園私立化事業で217,500千円、民間認可保育所運営費助成事業で134,202千円、
京成津田沼駅耐震対策事業で49,955千円の増となる一方、液状化等被害住宅再建支援事業で
273,000千円、民間認可保育所施設整備費補助事業で244,356千円、習志野文化ホール助成費で
168,385千円の減となります。

　臨時福祉給付金給付事業で450,070千円、子育て世帯臨時特例給付金給付事業で200,000千円
の減となります。

　小学校非構造部材耐震対策事業で44,723千円、災害復旧事業（道路）で42,500千円の増とな
る一方、芝園清掃工場老朽化対策事業で637,613千円、市道00-101号線道路拡幅整備事業で
70,100千円、谷津小学校児童増加対応事業で30,514千円の減となります。

　中学校耐震化事業で528,310千円、小学校耐震化事業で377,210千円、津田沼小学校全面改築
事業で191,698千円の減となる一方、新庁舎建設工事費で959,327千円、災害復旧事業（道路）
で442,667千円、ＪＲ津田沼駅南口周辺地域開発整備事業で275,198千円、３・４・４号線整備
事業で230,896千円、小学校大規模改造事業で222,232千円の増となります。

　各特別会計への繰出金

　　国民健康保険特別会計 1,388,559千円（26年度1,353,065千円）、前年度比 ＋35,494千円、＋2.6%

　　公共下水道事業特別会計  1,932,710千円（26年度1,865,355千円）、前年度比 ＋67,355千円、＋3.6%

　　介護保険特別会計  1,481,509千円（26年度1,489,414千円）、前年度比 △7,905千円、△0.5%

　地域生活支援事業で8,834千円、障がい者手当給付事業で7,200千円の減となる一方、障害者
総合支援法に基づく給付事業で296,140千円、民間認可保育所運営費助成事業で294,510千円、
子どもの医療費等助成事業で156,246千円、生活保護費で131,304千円の増となります。
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備　　　　　　考 予算額(千円) 担当課

1 ★新規
総合福祉センターの大規模改修をするにあたり費用の圧縮、利用を
止めることなく効果的に改修する手法の提案等を委託する。 3,000 保健福祉調整課

2 ★新規
生活と就労に関する相談支援員を３名配置し、他機関と連携して生
活困窮者のワンストップによる相談支援を行う等、必要なサービスに
つなげる自立相談支援事業、他任意事業を行う。

32,208 生活相談課

3 ★新規
セーフティネット支援対策の一環として、ひきこもりの本人や家族への
相談支援、訪問支援を行い、ひきこもりからの脱却や自立生活の推
進を図る。

2,377 障がい福祉課

4 ★新規
手話を言語と認めると共に、障がいのある人が個々の障がい特性に
あった情報の取得や意思の疎通ができるように、情報の提供やコミュ
ニケーションの推進を図る。

587 障がい福祉課

5 ★新規
医療・介護及び生活支援を行うサービスが有機的に連携したネット
ワークを形成し、認知症の人への効果的な支援を行う。 2,346 高齢者支援課

6 継続
後見人を必要とする市民を地域で支える取り組みとして、相談支援、
市民後見人養成講座・フォローアップ研修の開催等、後見等に係る
体制の整備を行う。

2,993 高齢者支援課

7 継続
地域密着型サービスの提供体制を整備するため、整備事業者へ施
設整備にかかる補助を行う。 31,380 高齢者支援課

8 継続
「健康なまちづくり条例」及び（仮称）健康なまち習志野計画の推進に
係る事業を実施する。 1,759 健康支援課

9 継続
水痘ワクチン・高齢者肺炎球菌ワクチンの法で定められた以外の対
象者に拡大することにより感染予防の推進を図る。また、高齢者予防
接種の個別通知を継続実施し、接種率向上に努める。

466,079 健康支援課

10 継続
「がん検診等のお知らせ」を世帯連名通知に変更する。また、各がん
検診到達年齢と退職者年齢の検診未受診者へ勧奨はがきを送付す
ることで、対象者への個別勧奨による受診率向上を図る。

179,967 健康支援課

11 継続
地域包括支援事業を行う地域包括支援センターを民間に委託し運営
する。 130,151 高齢者支援課

備　　　　　　考 予算額(千円) 担当課

12 ◇拡充 自主防災組織の拡充及び強化を図る。 9,524 危機管理課

13 ◇拡充
災害時の情報伝達手段である防災行政無線の整備と保守維持管理
を行う。 11,831 危機管理課

14 継続
京成電鉄㈱が実施する京成津田沼駅の耐震補強工事に対し、事業
費の一部を補助することで、同駅耐震補強の推進を図る。平成26～
27年度の継続事業。

95,289 企画政策課

15 継続
市民、事業所及び学生等を対象とした普通救命講習を実施し、応急
手当の普及啓発活動を推進することにより、救命効果の向上を図る。 3,106 消防本部　警防課

16 継続 木造で老朽化した第２分団詰所の建設工事を行う。 51,044 消防本部　総務課

17 継続
防災訓練を通じて、減災の推進並びに防災体制及び初期対応力の
拡充と強化を図る。 2,004 危機管理課

18 継続
耐震性井戸付貯水槽の維持管理を行うとともに、避難所となっている
小中学校の受水槽に水栓を設置し、災害時に受水槽の中の水を飲
料水等として利用できるようにする。

5,581 危機管理課

19 継続
東部体育館への防災倉庫の設置や、遺体安置所関係資機材の整
備、既設防災倉庫の資機材の補充及び更新を行う。 17,336 危機管理課

事業名

自主防災組織事業

市民後見推進事業

地域包括支援センター運営事業

健康なまちづくり条例推進事業

地域密着型サービス整備事業

認知症支援推進事業

手話及び情報・コミュニケーション推
進事業

総合防災訓練事業

京成津田沼駅耐震対策事業

防災資機材等整備事業

４．平成２７年度予算の主要事業

区分

区分

【誰もが健康を維持できる保健・医療・福祉を充実すること】

事業費合計  852,847千円

【ともに安心を築く危機管理・安全対策を推進すること】

事業名

予防接種事業

生活困窮者自立支援事業

ひきこもりサポーター派遣事業

がん検診

事業費合計  195,715千円

第２分団詰所建替事業

飲料水供給対策事業

応急手当普及啓発活動推進事業

防災行政無線事業

総合福祉センター再整備事業
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備　　　　　　考 予算額(千円) 担当課

20 ★新規

本市の表玄関であるＪＲ津田沼駅周辺地域の今後のまちづくりにおい
ては、同駅の南北を問わず一体的な取組が必要であり、今後、具体
的な検討を進めるための方針を策定し、まちづくりの目指すべき方向
性を見出していく。

14,904 企画政策課

21 ★新規
子育て世帯が、市内に在住する親元の近くに居住するための住宅を
取得する場合、住宅取得に伴う登記費用の一部を助成する。 4,000 住宅課

22 継続
橋りょうの長寿命化修繕計画に基づき、鷺沼東跨線橋及びふれあい
橋の修繕設計等、鷺沼西跨線橋の補修工事を実施する。 274,000 道路交通課

23 継続 市道00-012号線、市道01-051号線等の改良工事等を実施する。 68,280 道路交通課

24 継続 市道00-101号線西側の歩道整備を実施する。 46,500 道路交通課

25 継続
都市計画道路３・４・５号線、及びＪＲ津田沼北口駅前広場改修工事を
実施する。 50,800 道路交通課

26 継続
ＪＲ津田沼駅南口特定土地区画整理事業に併せ、施行地区外の公
共施設整備を実施する。 334,782 市街地整備課

27 継続
３・４・１１号線、３・４・４号線、３・３・３号線、３・３・１号線、３・３・１５号
線外２線の整備を実施する。 759,625 市街地整備課

28 継続
泉団地4号棟大規模改修工事の設計及び東習志野団地2号棟大規
模改修工事を実施する。 290,622 住宅課

29 継続 鷺沼台団地1号棟耐震補強工事を実施する。 142,040 住宅課

2,606,803 下水道課

下水道維持管理事業
下水道施設の維持管理及び改修を行うとともに谷津地区、鷺沼台4
丁目地区の浸水軽減対策を実施する。 451,153 下水道課

津田沼処理区処理場補助事業
津田沼浄化センターの合流沈砂池設備、ポンプ設備の改築更新工事
委託及び沈砂池管理棟の改築耐震補強工事委託を実施する。 1,564,400 下水道課

津田沼処理区補助事業 鷺沼放流幹線下水道設計業務委託を実施する。 34,560 下水道課

津田沼処理区単独事業 津田沼3丁目地区、藤崎2丁目地区の面整備等を実施する。 261,190 下水道課

印旛処理区補助事業 東習志野7丁目地区の面整備等を実施する。 24,000 下水道課

印旛処理区単独事業 東習志野2・7丁目地区の面整備等を実施する。 139,000 下水道課

高瀬処理区単独事業 谷津6丁目地区の面整備及び舗装復旧工事等を実施する。 102,500 下水道課

公共下水道改築事業
下水道施設の老朽化対策の一環として、袖ヶ浦地区の管渠改築工事
等を実施する。 30,000 下水道課

事業名

橋りょう対策事業

市道00-101号線道路拡幅整備事業

バリアフリー対策事業

ＪＲ津田沼駅南口周辺地域開発整備
事業

親元近居住宅取得促進事業

ＪＲ津田沼駅周辺まちづくり検討方針
策定事業

都市計画道路の整備

公共下水道事業の推進

道路改良事業

30

【暮らしを支える都市基盤の整備を推進すること】

継続

事業費合計  4,592,356千円

市営住宅耐震補強事業

市営住宅大規模改修事業

区分

11



備　　　　　　考 予算額(千円) 担当課

31 ★新規
茜浜衛生処理場を平成27年度中に休止し、し尿及び浄化槽汚泥の
処理を市川市に委託する。 83,640 クリーンセンター施設課

32 継続
住宅用省エネルギー設備を設置する市民に対し、設置費の一部を助
成する。 54,822 環境政策課

33 継続
芝園清掃工場の安定的な稼働を行うため、老朽化した設備及び機能
低下した機器の更新を行う。 1,024,518 クリーンセンター施設課

34 継続
ハミングロード再生実施プランに基づき、歩行部の路面改修やガード
パイプ、車止めの設置を行い、再整備の推進を図る。 10,000 公園緑地課

35 継続
ＪＲ津田沼駅南口特定土地区画整理事業内における防災機能を持っ
た谷津近隣公園の整備を行う。 137,736 公園緑地課

備　　　　　　考 予算額(千円) 担当課

36 ★新規
子ども・子育て支援新制度において創設された地域型保育事業に関
し、市に実施責任がある保育従事者に対して研修を行う。 800 こども政策課

37 ◇拡充 実花幼稚園、つくし幼稚園及び菊田保育所の私立化を推進する。 242,281 こども政策課

38 ◇拡充
民間認可保育所及び小規模保育事業所に対して国基準運営費を支
弁するとともに、補助金を交付する。 1,048,632 こども保育課

39 ◇拡充
平成27年8月診療分から、通院の対象年齢を中学校3年生までに拡
大する。 533,087 子育て支援課

40 ◇拡充
これまで小学１～３年生（特別な支援を要する児童については６年生
まで）であった受入対象児童を、小学１～６年生に拡充する。 246,133 青少年課

41 継続 民間保育施設に対して、施設賃借料の一部を助成する。 25,000 こども保育課

42 継続
民間保育施設への入所児童の保育料について、保護者の経済的負
担の軽減を図るため助成を行う。 159,394 こども保育課

43 継続
賃貸物件を活用している民間認可保育所に対して、賃借料の実支出
額の1/2を補助する。 13,738 こども保育課

備　　　　　　考 予算額(千円) 担当課

44 ★新規
中央公園に隣接する老朽化した公共施設を再生するとともに、周辺1
㎞圏内に立地する他の公共施設の機能を中央公園周辺に集約す
る。

42,510 資産管理課

45 ★新規
公共施設再生計画に基づき谷津ＣＣの長寿命化工事を行うための設
計委託等を行う。 73,995 協働まちづくり課

46 ★新規
老朽化した谷津小学校の校舎・体育館等の全面改築に向けて、基本
設計及び実施設計を行う。（Ｈ２７～２９継続費） 25,232 教育総務課

47 ★新規
学校施設の計画的な老朽化対策の一環として、大規模改造工事の
設計委託を行う。（第四中学校） 35,122 教育総務課

48 ◇拡充
学校施設の計画的な老朽化対策の一環として、大規模改造工事及
び設計委託を行う。（工事：袖ケ浦西小学校、設計：東習志野小学校） 266,191 教育総務課

49 継続
公共施設再生計画に基づく事業を推進するとともに、インフラ・プラン
トについても将来推計等を踏まえ、公共施設等総合管理計画を策定
する。

951 資産管理課

50 継続
老朽、狭隘、分散、耐震、バリアフリー未対応などの課題に対応すべ
く、新庁舎を建設する。（H26～H29継続事業） 959,327 資産管理課

51 継続
老朽化・狭隘化している第二中学校体育館の改築に向けて、基本設
計及び実施設計を行う。（Ｈ２６～２７継続費） 40,768 教育総務課

52 継続
老朽化する給食センターの建替えにあたり、専門知識を有する アド
バイザリー業者に業務委託し、民間活力を導入した手法による検討・
整備を進める。（Ｈ２７～２８継続費）

11,867 学校教育課

谷津小学校校舎改築事業

事業名

小学校大規模改造事業

子どもの医療費等助成事業

芝園清掃工場老朽化対策事業

自治振興施設運営費

給食センター建替事業

新庁舎建設工事費

【自然と調和する環境づくりを推進すること】

近隣（防災）公園整備事業

区分

保育所・幼稚園私立化事業

大久保地区公共施設再生事業

放課後児童会運営費

公共施設再生計画推進事業

地域型保育整備事業

民間認可保育所運営費助成事業

民間保育施設入所児童助成事業

事業名

ハミングロード再整備事業

【公共施設再生計画に基づき、公共施設再生を推進すること】

事業費合計  1,310,716千円

【子どもが健やかに育つ環境の整備を推進すること】

事業費合計  1,455,963千円

中学校大規模改造事業

事業費合計  2,269,065千円

区分

し尿及び浄化槽汚泥処理事業

区分

住宅用省エネルギー設備普及促進
事業

民間認可保育所施設整備費補助事
業

民間保育施設賃借料助成事業

第二中学校体育館改築事業

事業名
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備　　　　　　考 予算額(千円) 担当課

53 ★新規 市民連絡所及び多目的ホールからなる公共施設を取得する。 270,800 資産管理課

54 ★新規
民間事業者の知識や経験を十分に活用し、多様化する市民ニーズに
対応するため、新習志野公民館に指定管理者制度を導入する。 113,875 菊田公民館

55 ◇拡充
非強制徴収債権の徴収移管を開始するとともに、市の滞納債権を一
元的に管理する次期滞納管理支援システムの導入に取り組む。 29,979 債権管理課

56 ◇拡充 市民課の窓口業務の一部を民間委託する。 43,991 市民課

備　　　　　　考 予算額(千円) 担当課

57 ★新規 5年に一度の国勢調査を実施する。 96,028 総務課

58 ★新規
谷津小学校から谷津南小学校に通学指定校が暫定措置として変更
となることから、対象となる児童にバスの定期券を交付するとともに、
バス車内等に安全整理員を配置する。

8,706 教育総務課

59 ★新規
屋内運動場における天井等の非構造部材の耐震対策を行うため、設
計委託及び耐震対策工事を行う。 184,292 教育総務課

60 ★新規
大掛かりな改修工事を必要としない簡易なエアコンを第二中学校の
音楽室にモデル的に設置し、冷房効果等を検証する。 4,062 教育総務課

61 ★新規
屋内運動場における天井等の非構造部材の耐震対策を行うため、設
計委託及び耐震対策工事を行う。 124,740 教育総務課

62 ★新規
教育環境の改善を図るとともに防砂対策のため、グラウンドの人工芝
化の工事を行う。 149,786 習志野高校

63 ★新規
子ども・子育て支援新制度に移行した幼稚園・こども園に対する施設
型給付費の支弁及び幼稚園型一時預かり保育事業を実施する幼稚
園・こども園等に対する補助を行う。

4,015 こども保育課

64 ★新規
市の施設となった習志野文化ホールを指定管理とし、市民生活を豊
かにする活動の拠点と交流の場を提供し、市民の福祉の増進を図
る。

229,931 社会教育課

65 ◇拡充
戦後７０周年を記念し、市内公立全中学校１年生を対象に朗読劇の
開催、並びに一般市民対象に講演会の開催を行う。 4,109 協働まちづくり課

66 ◇拡充
夏期における教育環境向上のため、音楽室へ空調設備を設置する。
（津田沼・谷津・大久保東・袖ケ浦西小学校を除く１２校） 82,545 教育総務課

67 ◇拡充
特別教室棟の耐震補強工事を行う。また、屋内運動場における天井
等の非構造部材の耐震対策を行うため、設計委託及び耐震対策工
事を行う。

240,043 習志野高校

68 継続 袖ケ浦地区、香澄地区の道路を本復旧するため、工事を行う。 1,590,919 道路交通課

平和活動推進事業

習志野文化ホール運営費

実籾５丁目公共施設取得事業

中学校非構造部材耐震対策事業

小学校非構造部材耐震対策事業

債権管理事務費

高等学校施設整備事業

基幹統計調査

【第一次経営改革大綱の着実な実行により、財政健全化を推進すること】

事業費合計  458,645千円

公民館管理運営費

事業名

事業費合計  2,719,176千円

【その他】

区分 事業名

高等学校耐震化事業

中学校音楽室空調設備設置事業

バス通学児童支援事業

区分

災害復旧事業（道路）

小学校音楽室空調設備設置事業

戸籍・住民基本台帳等事務費

幼稚園等給付費等助成事業
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　※一般会計

５６２億６千万円（２６年度５５１億３千万円、前年度より１１億３千万円、２．０％増）

２５９億円（２６年度２５５億円、前年度より４億円、１．６％増）

　※自主財源とは市税・使用料等市が自主的に収入しうる財源のこと。

６０．１％（２６年度６１．２％、前年度より１．１ポイント減）

　※義務的経費とは人件費・扶助費・公債費の計で任意に削減できない経費のこと

４６．７％（２６年度４６．９％、前年度より０．２ポイント減）

人件費　　　２０．１％（２６年度２０．６％）

扶助費　　　１９．２％（２６年度１７．８％）

公債費　　　　７．４％（２６年度　８．５％）

　※企業会計を含む全職員数の27年4月1日見込み

１,４３２人（２６年４月１日１,４３２人、前年度±０人）

　※一般会計と公共下水道会計の計の27年度末見込み

７９８億円（２６年度末見込み　７７６億円、前年度より２２億円増）

一般会計債務合計　５０７億円

公共下水道会計分　２９１億円

　※全会計の27年度末見込み

１００億円（２６年度末見込み１２６億円、前年度より２６億円減）

５．２７年度予算における主な数値

債務残高

基金現在高

予算規模

市税収入

自主財源比率

義務的経費比率

職員数
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